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１．はじめに 

下水道は処理場等から温室効果ガスを直接排出す

るとともに多くのエネルギーを消費しており、地方

公共団体の事務事業に起因する温室効果ガスの主要

な排出源となっている。下水道の地球温暖化対策は、

温室効果ガスの発生削減に加え、エネルギー利用の

効率化等多面的な取組みが必要であり、本研究室で

は様々な観点から調査研究を行っている。 

２．水処理プロセスからの一酸化二窒素の排出抑制 

水処理プロセスからは二酸化炭素の310倍の温室

効果を有する一酸化二窒素（N2O）が発生している。

しかし、実際の下水処理場の排出状況は詳細に把握

されておらず、発生メカニズムには不明な点が多い

ことから、明確な排出抑制対策は確立されていない。 

そこで、水処理プロセスから発生するN2Oについて、

実施設を対象に水処理方式別に排出状況を調査し発

生条件の検討を行った（写真）。その結果、汚泥滞

留時間が短い標準活性汚泥法で発生量が多く、膜分

離活性汚泥法では抑制されることが明らかになった。

この結果から、水中の窒素分の硝化が十分に進行し

た状態ではN2Oの生成が抑制されると推定された。 

今後、反応槽内の微生物群集構造にも注目しつつ、

N2O発生メカニズムの解明を進め、排出抑制技術の確

立を目指す。 

３．再生水利用による地球温暖化対策 

世界的な水資源不足が懸念され再生水利用が着目

されている中、地球温暖化の観点からその評価が求

められている。本研究室では、下水処理水の再利用

による温室効果ガス削減効果等の評価手法の構築を

進めており、2013年までに以下の成果が得られた。 

都市で下水処理水を再利用する広域循環とビル内

での個別循環について、ライフサイクルアセスメン

ト手法による二酸化炭素発生量（LC-CO2）の比較検

討を行った結果、広域循環は個別循環と比べて

LC-CO2が低く節水効果も高いことが示唆された。ま

た、処理技術別に比較を行ったところ、膜分離活性

汚泥法を前処理として用いることにより省エネ化の

可能性が示された。引き続き、消費エネルギーの構

造解析や新技術の評価手法等を検討する予定である。 

４．他事業との連携によるエネルギー効率の向上 

更なるエネルギー効率の向上と温室効果ガスの削

減を図るには、自ら管理する施設等の対策に加え、

他のエネルギー需要・供給者との連携が期待される。

そこで、下水道と密接に関係している都市計画分野

と併せ、技術及び事業性の観点から連携方策の検討

を行い、以下の成果をとりまとめた。 

下水道と他事業の連携に適用可能な最新技術メニ

ューを作成しチェック項目等を整理するとともに、

連携技術の事業可能性診断手法を開発し、事業採算

性を簡便に試算できる診断ツールを作成した。これ

らの成果は技術資料として公表する予定であり、連

携事業の検討や評価への活用が期待される。 
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１．はじめに 

地球温暖化や資源・エネルギー需給逼迫への対応

として、循環型社会への転換、低炭素社会の構築が

求められている。下水道は、生活環境の改善、公共

用水域の水質保全など国民生活にとって必要不可欠

な社会資本であるが、温室効果ガスの削減対策とと

もに、下水汚泥や下水熱のエネルギー利用やリンの

資源利用等のポテンシャルの活用が求められている。 

このような社会的要請及び行政ニーズを踏まえた

新技術も開発されつつあるが、まだ実績が少なく導

入に慎重な下水道事業者も多い。このため、国土交

通省下水道部では、「下水道革新的技術実証事業

（B-DASHプロジェクト）」を平成23年度から開始し

ており、国土技術政策総合研究所（以下、国総研と

いう。）下水道研究部は、この実証研究の実施機関

となっている。（B-DASHプロジェクト：Breakthrough 

by Dynamic Approach in Sewage High Technology 

Project）。その目的は優れた革新的技術の実証、普

及により下水道事業におけるコスト縮減や再生可能

エネルギー等の創出を実現し、併せて、本邦企業に

よる水ビジネスの海外展開を支援することである。 

２．B-DASHプロジェクトの概要 

B-DASHプロジェクトは、公募・有識者審査により

採択された革新的技術について、国総研の委託研究

により、研究体（受託者）が実規模プラントを下水

処理場に設置し、コスト縮減・温室効果ガス排出量

削減等の効果を実証し、その成果を踏まえて国総研

が導入のためのガイドラインを策定するものである。 

研究の推進、成果の取りまとめ、ガイドライン策定

等に際しては、有識者の助言・評価を得る。 

平成23年度は、水処理・バイオガス回収・発電技

術システムおよびバイオガス回収・精製技術システ

ムの2件を採択し、平成24年度も継続して実証研究を

行い、効果の実証とガイドラインの策定を行ってい

る。施設の概要を図-1及び図-2に示す。 

平成24年度は、下水汚泥固形燃料化技術、未処理

下水熱利用技術、汚泥処理由来の窒素除去・リン除

去回収技術について5件の実証研究を実施している。 

３．今後の展開 

国総研では、引き続き実証研究を主導し、その成

果を踏まえて、下水道事業者の導入検討のためのガ

イドラインを策定し、普及を促進する予定である。 

 

図-1 実証研究施設（超高効率固液分離技術を用いたエ

ネルギーマネジメントシステムに関する実証研究）

（既設）球形ガスホルダ
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新型バイオガス精製設備
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図-2 実証研究施設（神戸市東灘処理場 再生可能エネ

ルギー生産・革新的技術実証研究） 
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